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外国人地方参政権問題について充分な議論と情報開示を求める意見書 

 

 

 政府は、今国会における外国人に地方参政権を付与する法案の提出を見送った。 

 その背景には、この法案に対する賛成論と反対論とが与党内においてもせめぎあってい

る現状と、国民世論においても賛否両論に分かれているという動向がうかがえる。 

 本市議会においては、去る３月１１日の所管委員会において、この法案に関する請願及

び陳情が審査されたが、賛成論、反対論や慎重論まで様々な議論が展開され、継続審査と

なっている。 

 一方、他の地方議会においても同様の議論がなされているが、これらについてもやはり

様々な意見が交わされ、正に国論を二分するようなテーマとなっている。 

 こうした重要なテーマについては、立法機関の構成員である国会議員はもちろんのこと、 

日本国民各位が正確かつ客観的な知識と情報を得ていかなければならない。その上で、多

面的かつ複合的な観点から議論を重ねて結論を導き出すことが求められる。 

 しかしながら、残念なことに現在においては、国政においても地方議会においても、そ

の環境が整っている状況とは言い難い。多くの地方議会でも議論が割れている現状がその

ことを示唆している。 

 よって、国におかれては、すべての国民がこの問題に関する正しい知識を得て正しい判

断ができるように、あらゆる情報や問題点を全国民に開示し、最大限、国益にかなう結論

を時間をかけて導き出すとともに、外国人地方参政権の付与が、日本国の国益にどのよう

な影響をもたらすことになるのか国民に分かりやすく提示されるよう強く要望するもので

ある。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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